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2010年県労連賃金確定闘争第1回幹事団交渉
給与カット＋マイナス勧告の「完全実施」？それが職員への感謝か！
経過を踏まえ「持ち家手当」廃止を撤回せよ！不祥事を理由とした権利剥奪を許さない！
　県労連幹事団は10月26日、労務統括官との間で第1回幹事団交渉を行いました。

加藤議長のあいさつ、阿部事務局長の重点項目説明の後、安室労務統括官から回答を受けました。
　安室労務統括官は冒頭、「現時点で来年度予算は、交付税・臨時財政対策債を3,000億円見込んでも、850億円の不足だ。厳しい財政状況をご理解いただきたい。交渉は、長年の信頼関係に基づくよき労使慣行の下、自主交渉・自主決着の姿勢を堅持する」として個別課題について回答（詳細は裏面に記載）しました。

　これに対して幹事団からは、

●「代償機関である人事委員会」の勧告を完全実施するならば、給与カットの実態を踏まえるべき。

●給与カットへの感謝はどのような形で表すつもりか。二重削減は到底容認できない。

●県はこれまで、「持ち家政策」を取ってきたはずだ。昨年公舎廃止も決まった。廃止を前提とした協議には入れない。

●3年前の確定交渉に、当局は「国と県では実態が違う。仮に国が廃止されても県は維持する」と回答し、プラス較差を持ち家手当に乗せたはずだ。その交渉経過を踏まえ廃止提案を撤回すべきだ。

●配偶者の叔父・叔母が対象の忌引休暇を廃止する理由を「不祥事があったから」としているが、これまで交渉で積み上げた権利を、ごく一部の不正取得を理由に奪うという手法は到底容認できない。

●制度問題や財政問題、不祥事をあげていたが、この場で議論すべきは制度問題ではないのか。

　最後に加藤議長は、

「2年前の賃金カットという苦渋の決断をしたが県の施策として正しかったのかという疑問がある。日本経済はデフレスパイラルに陥っている。神奈川では人口の70人に1人が県職員とその家族。この間、民間水準を上回る賃金抑制をしてきた。それがデフレスパイラルの要素ではないか。公務員の賃金カットのマイナス波及効果は決して小さくない。持ち家手当は、廃止ありきの提案では議論できない。もう一歩進んだ姿勢を示してもらいたい。」と発言し、この日の交渉を締めくくりました。
自治労県職労の重点要求項目
○賃金の二重削減を行わないこと。
○持ち家手当の廃止を撤回すること。
○臨時的任用職員、非常勤職員、再任用職員の療養休暇を有給化すること。

○健康管理体制の拡充に向けて、作業関連疾患予防の視点から「職員健康管理センター」の機能強化を図ること。産業医として精神科医の常駐体制を確立すること。
○リハビリ勤務実施状況の検証を早急に行うこと。

○いわゆる「リハビリ勤務」について通勤手当相当額を支給するとともに、リハビリ勤務中の事故等について災害補償の対象となるよう検討すること。

○人事評価システム及び勤務成績の処遇・給与への反映については、実施状況の点検・検証について早期に県労連との十分な協議を行うとともに、見直し・改善をはかること。

○臨時的任用職員における、いわゆる「初号制限」の撤廃など、初任給決定基準を改善すること。

○定数内である臨時的任用職員について、「雇用期間の空白」の無いよう、通年雇用とすること。
労務統括官回答・逆提案

	項　目
	回答・逆提案内容

	基本賃金
	・人事委員会勧告を尊重し、月例給を496円（0.12％）引き下げる。

・人事院が示した給料表を基本に改定（40歳台以上が分布する号給を引下げ）。

・現給保障者は現給補償額から0.17％引き下げる。

・教育職については全人連モデルを参考に行政職（１）表との均衡を図る。

	所要の調整
	・年間給与の均衡を図るため所要の調整を行なう。

・調整率は0.14％とし、12月の一時金で調整する。

	期末・勤勉手当
	・勧告どおり、0.2月引き下げる。

・本年12月の期末・勤勉手当は、期末手当：1.5月→1.35月、勤勉手当：0.7月→0.65月。

・来年度以降は、6月期（期末手当：1.225月、勤勉手当：0.675月）、12月期（期末手当：1.375月、勤勉手当：0.675月）。

	勤勉手当成績率
	・本年12月は間差0.065を維持し、「良好」0.68→0.635、「優秀」0.75→0.700、「特に優秀」0.82→0.765とする。

・来年度以降は間差0.065を維持し、「良好」0.68→0.66、「優秀」0.75→0.725、「特に優秀」0.82→0.79とする。

・分布率に変更はない。

	地域手当
	・現行どおり10％とする。

	住居手当（持ち家手当）
	・人事委員会の報告にもあり、速やかに廃止したい。

・今年は較差が少ないため、1年間検討し、平成24年3月をもって廃止したい。

・持ち家手当の果たしてきた役割は承知しているが、人事委員会の報告で触れられた以上、受け止めざるを得ない。

・果たして来た役割を踏まえながら、廃止を前提に、廃止によって生じる較差について議論したい。

	時間外勤務手当
	・60時間以上の時間外勤務（割増率50％）対象に日曜日等も含めることとする。

・代替休の対象としたい。

	福利厚生
	・財政状況が厳しい中で福利厚生も聖域ではない。より効率的な見直しが求められている。

・大平荘は老朽化が著しく、利用者の多くが退職者だ。平成23年度を持って廃止したい。

・結婚・出産等の慶弔費（県費分）は今年度で廃止したい。

・生花等葬儀への対応は雇用主の社会的儀礼として継続する。

・これまでの施設中心から、健康、育児等を中心に、福利厚生事業を組み替えたい。しかるべき場で話し合って行きたい。

	労働時間短縮
	・平成20年からは、ノー残業デーに当時の副部長が声かけを行ったり、21年からは管理職を対象に「タイムマネジメント研修」を実施している。

・必要なところには、必要な人員は配置する。

	メンタルヘルス不全
	・職場リハビリテーションのアンケート調査を行い、検証の上で事例集を作成したい。

・国では、「試し勤務」が検討されているが、動向を見極め、しかるべき場で議論したい。

	年休
	・労働基準法の改正にあわせて、年休の繰越をこれまでの日単位から時間単位に変更したい。

	休暇
	・昨年不祥事があった配偶者の叔父・叔母の忌引休暇を廃止したい。

・配偶者の忌引休暇を現行10日を7日に引き下げたい。

	次世代育成
	・行動計画を今年4月に改定し、育児休業復職者支援研修を実施した。

・「子育てハンドブック」を作成したい。

	非常勤等職員課題
	・常勤職員との均衡もあり、非常勤職員報酬の一部を常勤の給与改定にあわせて引下げる。

・加給については、平成23年度から常勤職員同様に引き下げ。

・国では育児休業法の改正を申し出ている。また、介護休暇を措置することとしている。現時点では明確でない部分もあり、しかるべき場で話し合っていきたい。

・臨任・非常勤、再任用職員の療養休暇の有給化の要求だが、雇用に定めがあり、勤務時間も短い形態もあり、難しい。

	人事評価システム
	・今後点検・検証を行い、見直しを要するところがあれば話し合って行きたい。


県労連確定闘争スタート！

組合員の皆さんの参加を呼びかけます！

○県労連支部代交渉報告集会

・10月29日（金）17時30分～

・本庁舎南側玄関前

○自治労県職労総決起集会

・10月29日（金）18時30分～

・自治会館602会議室

○県労連総決起集会

・11月1日（月）18時30分～

・関内ホール










